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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第58期

第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 5,627 6,494 12,489

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △ 57 △ 40 129

親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) △ 0 △ 11 78

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △ 474 △ 80 △ 98

純資産額 (百万円) 10,189 10,335 10,490

総資産額 (百万円) 16,060 16,689 16,845

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

(円) △ 0.06 △ 1.09 7.45

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 63.1 61.6 61.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 74 △ 1,533 738

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,351 △ 476 1,997

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 74 894 △ 180

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,539 3,733 4,881
 

 

回次
第58期

第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額（△）

(円) 13.21 △ 0.96
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費や設備投資が持ち直すとともに、雇用情勢が改善さ

れる等、緩やかな回復基調が続きました。海外経済につきましても、米国経済の着実な回復に加え、中国経済にお

いても景気に持ち直しの動きがみられる等、緩やかな回復基調が続いた一方で、アジア新興国等の経済の先行き

や、各国の政策に関する不確実性による影響等、わが国の景気を下押しする懸念材料は払拭されませんでした。

当社グループの主たる事業分野である半導体市場は、自動車の電装化の進展や、クラウドサービスの拡大による

データセンター向け需要の増加等により、好調に推移いたしました。設備投資につきましても、３次元構造のＮＡ

ＮＤ型フラッシュメモリーをはじめとした先端製品向けを中心に積極的に行われました。

このような事業環境の中、当社グループといたしましては、メモリーＩＣ向けや自動車用半導体向けを中心に拡

販を進めました。その結果、売上面につきましては、前年同期を上回る結果となりましたが、利益面につきまして

は、高度化する顧客要求への対応等の影響により、厳しい結果となりました。

以上により、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高64億９千４百万円（前年同期比15.4％増）、営業損失

６千５百万円（前年同期は営業利益４千１百万円）、経常損失４千万円（前年同期は経常損失５千７百万円）、親

会社株主に帰属する四半期純損失１千１百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失０百万円）となり

ました。

報告セグメント別の業績は以下のとおりです。

 

①半導体検査用部品関連事業

売上面につきましては、堅調に推移したメモリーＩＣ向けに加え、自動車用半導体向けの拡販が進んだこと

等により、前年同期を上回る結果となりました。一方、利益面につきましては、原価低減を推し進めたもの

の、高度化する顧客要求への対応や、プロダクトミックスの変化の影響等により、前年同期を下回る結果とな

りました。

以上により、当第２四半期連結累計期間における売上高は63億６千１百万円（前年同期比15.9％増）、セグ

メント利益は３億２千１百万円（前年同期比22.6％減）となりました。

 

②電子管部品関連事業

電子管部品関連事業の売上高は１億３千３百万円（前年同期比3.9％減）、セグメント利益は７百万円（前年

同期比2.2％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億５千５百万円減少し、166億８千９百万

円となりました。

　これは主として、受取手形及び売掛金が７億３千８百万円、預け金が４億８千万円、原材料及び貯蔵品が２億３

千４百万円、製品が１億４百万円増加いたしましたが、現金及び預金が16億８千７百万円減少したこと等によるも

のであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ１百万円減少し、63億５千３百万円となりました。

　これは主として、長期借入金が６億１千５百万円、１年内返済予定の長期借入金が２億７千４百万円増加いたし

ましたが、支払手形及び買掛金が５億６百万円、退職給付に係る負債が２億４千万円、電子記録債務が１億２千７

百万円、設備電子記録債務が７千２百万円減少したこと等によるものであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億５千４百万円減少し、103億３千５百万円となりました。

　これは主として、利益剰余金が８千５百万円、為替換算調整勘定が８千５百万円減少したこと等によるものであ

ります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、11億４千７百万円減少し、

当第２四半期連結累計期間末には37億３千３百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は15億３千３百万円（前年同期は７千４百万円

の資金の増加）となりました。

　これは主として、減価償却費３億８千３百万円等による増加要因があったものの、仕入債務の減少６億３千８

百万円、売上債権の増加７億２千６百万円、たな卸資産の増加２億９千７百万円、退職給付に係る負債の減少１

億９千５百万円等による減少要因があったことによります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は４億７千６百万円（前年同期は23億５千１百

万円の資金の増加）となりました。

　これは主として、定期預金の払戻による収入９千１百万円による増加要因があったものの、有形固定資産の取

得による支出５億円、定期預金の預入による支出４千４百万円等による減少要因があったことによります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の増加は、８億９千４百万円（前年同期は７千４百万

円の資金の減少）となりました。

　これは主として、長期借入金の返済による支出４億９百万円、短期借入金の返済による支出７千９百万円、配

当金の支払額７千４百万円等による減少要因があったものの、長期借入れによる収入13億円、短期借入れによる

収入１億６千２百万円等による増加要因があったことによります。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は６億４千２百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,604,880 10,604,880
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 10,604,880 10,604,880 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日

― 10,604,880 ― 983 ― 1,202
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈲大久保興産 大阪市北区天満１丁目５番２号 1,266 11.94

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱

東京都中央区晴海１丁目８番11号 656 6.18

ゴールドマン サックス イン
ターナショナル
（常任代理人：ゴールドマン・
サックス証券㈱）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB U.K.
（東京都港区六本木６丁目10番１号　六本木
ヒルズ森タワー）

479 4.52

大久保　和正 神戸市東灘区 455 4.29

日本マスタートラスト信託銀行
㈱

東京都港区浜松町２丁目11番３号 447 4.22

大久保　英正 東京都大田区 376 3.55

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 309 2.91

大久保　昌男 神奈川県中郡 290 2.73

古山　陽一 兵庫県尼崎市 260 2.45

日本電子材料社員持株会 兵庫県尼崎市西長洲町２丁目５番13号 209 1.98

    

計 ― 4,752 44.81
 

（注）１．上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱　　　　　656千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱　　　　 　　447千株

２．平成29年６月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、㈱三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループが平成29年５月29日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が記載されてい

るものの、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主

の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有
割合（％）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 309,200 2.92

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 489,240 4.61

三菱ＵＦＪ国際投信㈱ 東京都千代田区有楽町１丁目12番１号 20,600 0.19

カブドットコム証券㈱ 東京都千代田区大手町１丁目３番２号 92,400 0.87

三菱ＵＦＪモルガン・ス
タンレー証券㈱

東京都千代田区丸の内２丁目５番２号 13,100 0.12

計 ― 924,540 8.72
 

３．タワー投資顧問㈱から、平成29年５月１日付の大量保有報告書（変更報告書）の送付があり、平成29年４月

28日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期

間末における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有
割合（％）

タワー投資顧問㈱
東京都港区芝大門１丁目２番18号　野依ビ
ル２階

687,300 6.48
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 15,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

105,715 ―
10,571,500

単元未満株式 普通株式 17,980 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,604,880 ― ―

総株主の議決権 ― 105,715 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本電子材料株式会社

兵庫県尼崎市西長洲町２
丁目５番13号

15,400 ― 15,400 0.14

計 ― 15,400 ― 15,400 0.14
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,925 2,238

  受取手形及び売掛金 3,840 4,578

  電子記録債権 465 441

  有価証券 141 141

  製品 171 275

  仕掛品 790 738

  原材料及び貯蔵品 1,320 1,555

  預け金 1,446 1,926

  その他 367 431

  貸倒引当金 △8 △10

  流動資産合計 12,462 12,317

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械装置及び運搬具（純額） 1,780 1,812

   その他（純額） 2,210 2,172

   有形固定資産合計 3,991 3,985

  無形固定資産 142 137

  投資その他の資産   

   その他 249 250

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 248 249

  固定資産合計 4,383 4,372

 資産合計 16,845 16,689

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,109 603

  電子記録債務 1,351 1,224

  設備電子記録債務 97 24

  短期借入金 349 435

  1年内返済予定の長期借入金 639 914

  その他 722 592

  流動負債合計 4,270 3,795

 固定負債   

  長期借入金 1,593 2,208

  役員退職慰労引当金 76 73

  退職給付に係る負債 302 61

  その他 112 214

  固定負債合計 2,084 2,558

 負債合計 6,355 6,353
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 983 983

  資本剰余金 1,202 1,202

  利益剰余金 8,199 8,113

  自己株式 △15 △15

  株主資本合計 10,369 10,283

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2 2

  為替換算調整勘定 75 △10

  退職給付に係る調整累計額 △31 ―

  その他の包括利益累計額合計 46 △7

 非支配株主持分 74 60

 純資産合計 10,490 10,335

負債純資産合計 16,845 16,689
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 5,627 6,494

売上原価 4,035 4,860

売上総利益 1,591 1,634

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 325 377

 役員退職慰労引当金繰入額 3 1

 貸倒引当金繰入額 0 3

 退職給付費用 11 16

 研究開発費 571 642

 その他 637 658

 販売費及び一般管理費合計 1,549 1,699

営業利益又は営業損失（△） 41 △65

営業外収益   

 受取利息 7 6

 為替差益 ― 10

 その他 20 20

 営業外収益合計 27 38

営業外費用   

 支払利息 11 11

 為替差損 107 ―

 固定資産廃棄損 3 0

 その他 2 2

 営業外費用合計 125 13

経常損失（△） △57 △40

特別利益   

 退職給付制度改定益 ― 87

 特別利益合計 ― 87

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△57 47

法人税、住民税及び事業税 54 49

法人税等調整額 △55 24

法人税等合計 △1 73

四半期純損失（△） △55 △26

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △55 △15

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △11
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純損失（△） △55 △26

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △0 0

 為替換算調整勘定 △420 △85

 退職給付に係る調整額 2 31

 その他の包括利益合計 △418 △53

四半期包括利益 △474 △80

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △403 △66

 非支配株主に係る四半期包括利益 △71 △14
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△57 47

 減価償却費 403 383

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4 △195

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △80 △3

 売上債権の増減額（△は増加） △797 △726

 たな卸資産の増減額（△は増加） △218 △297

 仕入債務の増減額（△は減少） 591 △638

 その他 295 △46

 小計 140 △1,477

 利息及び配当金の受取額 10 9

 利息の支払額 △8 △12

 法人税等の支払額 △67 △52

 営業活動によるキャッシュ・フロー 74 △1,533

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △0 △0

 有価証券の売却及び償還による収入 2,846 ―

 有形固定資産の取得による支出 △690 △500

 定期預金の預入による支出 △119 △44

 定期預金の払戻による収入 169 91

 信託受益権の償還による収入 187 ―

 その他 △41 △23

 投資活動によるキャッシュ・フロー 2,351 △476

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,947 162

 短期借入金の返済による支出 △2,087 △79

 長期借入れによる収入 500 1,300

 長期借入金の返済による支出 △338 △409

 自己株式の取得による支出 ― △0

 配当金の支払額 △73 △74

 リース債務の返済による支出 △21 △5

 財務活動によるキャッシュ・フロー △74 894

現金及び現金同等物に係る換算差額 △176 △32

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,175 △1,147

現金及び現金同等物の期首残高 2,363 4,881

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  4,539 ※１  3,733
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【注記事項】

(追加情報）

（退職給付制度間の移行等に関する会計処理等）

　当社は、平成29年４月１日に退職一時金制度について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

なお、この移行により、当第２四半期連結累計期間において特別利益87百万円を計上しております。

 
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年９月30日)

現金及び預金勘定 3,200百万円 2,238百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 457百万円 △ 430百万円

預け金 1,796百万円 1,926百万円

現金及び現金同等物 4,539百万円 3,733百万円
 

　

 
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 74 7 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月25日
取締役会

普通株式 74 7 平成28年９月30日 平成28年12月７日 利益剰余金
 

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 74 7 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月24日
取締役会

普通株式 52 5 平成29年９月30日 平成29年12月６日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）半導体検査用

部品関連事業
電子管部品
関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,488 138 5,627 ― 5,627

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,488 138 5,627 ― 5,627

セグメント利益 415 7 423 △ 381 41
 

(注)　１. セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

　　　２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）半導体検査用

部品関連事業
電子管部品
関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 6,361 133 6,494 ― 6,494

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 6,361 133 6,494 ― 6,494

セグメント利益又は損失（△） 321 7 329 △ 394 △ 65
 

(注)　１. セグメント利益又は損失（△）の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であり

ます。

　　　２. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
四半期純損失金額(△) (円)

△ 0.06 △ 1.09

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△) (百万円) △ 0 △ 11

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△) (百万円)

△ 0 △ 11

普通株式の期中平均株式数 (千株) 10,589 10,589
 

　(注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 

 

２ 【その他】

第59期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年10月24日開催の取締役会に

おいて、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。　

　　　　　（１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　 　　　　　52百万円

　　　　（２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５円

　　　　（３）支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 平成29年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

日本電子材料株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  黒　　川　　智　　哉   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  坊　　垣　　慶 二 郎   印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電子材料株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日か

ら平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。　

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電子材料株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

日本電子材料株式会社(E02043)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

